別紙１３　見学等実習運営基準（介護職員初任者研修関連）
　見学等実習に関する基準

(1) 見学等実習の受入機関は、下表のとおりとする。

	科目(カリキュラム)名
	受　入　機　関
	備　考

	特別養護老人ホーム等における受入機関
	＜介護保険法＞

・介護老人保健施設

・介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）
・介護療養型医療施設

・認知症対応型共同生活介護の指定事業所

・特定施設入居者生活介護の指定を受けた有料老人ホームまたは軽費老人ホーム（地域密着型も含む）
＜障害者総合支援法＞
・療養介護施設
・生活介護施設
・障害者支援施設での夜間ケア等（施設入所支援）の指定事業所
・共同生活介護の指定事業所
＜児童福祉法＞

・（福祉型・医療型）障害児入所施設
	原則として開所後１年
以上経過していること

	訪問介護事業所やデイサービスセンター等における受入機関
	＜介護保険法＞

・訪問介護の指定事業所（予防も含む）
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護の指定事業所
・夜間対応型訪問介護の指定事業所
・居宅介護支援事業所

・通所介護の指定事業所（予防も含む）
・通所リハビリテーションの指定事業所（予防も含む）
・訪問入浴の指定事業所（予防も含む）
・訪問看護ステーション（予防も含む）
・訪問リハビリテーションの指定事業所（予防も含む）
・認知症対応型通所介護指定事業所（予防も含む）

・小機護多機能型居宅介護事業所（予防も含む）

・複合型サービスの指定事業所
・地域包括支援センター

＜障害者総合支援法＞

・居宅介護の指定事業所

・重度訪問介護の指定事業所

・行動援護の指定事業所

・同行援護の指定事業所
・生活介護の指定事業所

・重度障害者等包括支援の指定事業所

＜児童福祉法＞

・児童発達支援及び放課後等デイサービスの指定事業所
	原則として開所後６か月以上経過していること



(2) 事業者は、受講生の実習に関する記録(参考様式)を作成・保管し、必要な実習が確実に行われていることを確認すること。この記録は５年間保存すること。

(3) 見学等実習の受入先は、利用者の安全を確保するための指示に従わない者、実習のために必要な最低限の介護技術を習得していると認められない者、その他実習を受けさせないことが相当と認められる者については、実習を行わないことができる。
　その場合、事業者は、その者に対して必要な再教育を行った上で、実習先を新たに確保して実習させるか、あるいは、当該科目の履修ができなかったものとして、修了させないこと。
(4)開所日は申請日を基準として算定すること。

(5)実習は受講生が現在介護施設等で勤務している場合は、自分が所属していない施設で
　行うことを原則とする。

(参考様式　見学等実習に関する記録１)
実習日誌（施設・デイサービス等での実習用）
実習生氏名　　　　　　　　
実習日　　　　　　　　　
	施設に到着した時間　　　　時　　分

施設から退所した時間　　　時　　分

実習時間　　　　　　　　　時間　分
	施設までの交通手段

電車・バス・自動車・バイク・自転車

	時分
	利用者の日課
	実習生の活動
	反省・感想

	
	
	
	
	

	実習生の感想

	

	担当者コメント

	

	
	(確　認)
実習施設名

指導者名　　　　　　 印


(参考様式　見学等実習に関する記録２)
実習日誌(　※カリキュラム名　)（訪問介護事業所用）
実習生氏名　　　　　　　実習日
	訪問先
	(住所)

(氏名)　　男・女 年齢　歳

　※住所は、番地を書かないこと。

　氏名はイニシャルで書くこと。
	所要時間
	到着時間　時　分
辞去時間　時　分
移動時間　時　分
	合計

時間　分

	
	
	
	移動手段　自動車・バイク・自転車・徒歩

	サ｜ビス内容
	身体介護
	ア)食事　イ)排せつ　ウ)衣服着脱　エ)入浴　オ)清拭

カ)通院・リハビリ介助　キ)その他(　　　　　　　　)

	
	家事援助
	ア)調理　イ)洗濯　ウ)掃除　エ)買い物　オ)関係機関との連絡　
カ)その他(　　　　　　)

	
	相談・助言
	ア)生活・身上・介護(　　　　　)
イ)その他(　　　　　　　　　　　)

	状態及び状況
	サービスの内容・実習生の役割・感想

	衣

	
	

	食

	
	

	住

	
	

	身体
	
	

	精神
	
	

	他

	
	

	実習生の感想

	

	担当者コメント



	
	(確　認)
実習施設名

指導者名　　　　　　　　印


